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                              子ども家庭部保育課 

 

   小金井市保育検討協議会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 小金井市（以下「市」という。）内の保育所の設置主体に応じた保育の現状分

析及び市が設置する保育所の管理運営等の在り方の検討を行い、今後の保育行政に

ついて広く意見を聴くため、小金井市保育検討協議会（以下「協議会」という。）

を設置する。 

 （所掌事項） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について、協議するものとする。 

⑴ 市内の保育所の設置主体に応じた保育の現状の分析に関する事項 

⑵ 市が設置する保育所の管理運営の効率化に関する事項 

⑶ 地域における子育て支援に関する事項 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、協議会が必要と認める事項 

（委員） 

第３条 協議会の委員は、１０人以内で組織し、次に掲げる者のうちから市長が協力

を依頼する。 

⑴ 学識経験者 ２人以内 

⑵ 小金井市公立保育園運営協議会設置要綱（平成２５年１０月１８日制定）第３

条第１号に規定する委員 ２人以内 

⑶ 民間保育園園長会代表 １人以内 

⑷ 認証保育所を経営する事業者の代表 １人以内 

⑸ 福祉サービス（障がい者（児））事業者 １人以内 

⑹ 市民 ３人以内 

２ 委員の任期は、協力を依頼した日から平成２７年１２月３１日までとする。 

３ 市長は、委員に欠員が生じた場合は、補欠委員に協力を依頼することができる。

この場合において、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 第１項第６号に規定する委員の選考方法は、市報等による公募とし、応募者の中

から論文審査により選考するものとする。 

（会長及び副会長） 

第４条 協議会に会長を置き、委員のうちから互選する。 

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 



 

 

３ 協議会に副会長を置き、前条第１項第２号に規定する委員のうちから会長が指名

する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

（招集） 

第５条 協議会は、会長が招集する。 

（会議の公開） 

第６条 協議会の会議は、公開とする。ただし、公開することが会議の運営に支障が

あると認められるときは、非公開とすることができる。 

（関係者の出席） 

第７条 協議会は、必要に応じて委員以外の者に対し出席を求め、意見を聴取するこ

とができる。 

（謝礼） 

第８条 委員には、予算の範囲内で謝礼を支払うものとする。 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は、子ども家庭部保育課において処理する。 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営について必要な事項は、協議

会の意見を聴き、市長が別に定める。 

 

付 則 

この要綱は、平成２７年５月１日から施行し、同年１２月３１日限り、その効力を

失う。 

 


